
「水防災意識社会 再構築ビジョン」に基づく
最上川下流・赤川流域の減災に係る取組方針

最上川下流・赤川大規模氾濫時の減災対策協議会

資料２

取組方針の改定（案）について



○ 平成30年８月、最上川下
流で 洪水。下瀬観測所で
は計画高水位まで3cmに
迫る、観測史上第2位の水
位を記録。近年10年では
最高水位を2地点で記録。

○ 赤川では令和2年7月洪水
で、令和2年7月洪水で、
黒川橋、横山、押切観測
所で既往最高水位を観測、
洪水予報基準観測所の熊
出、羽黒橋、浜中観測所
では、平成以降の最高水
位を観測。

○ 平成27年9月関東・東北豪雨では、鬼怒川下流部の堤防決壊などにより、氾濫流による家屋の倒壊・流失や広範囲かつ長期間の浸水が発生。
また、これらに避難の遅れも加わり、近年の水害では類を見ないほど多数の孤立者が発生。

→ 平成27年12月10日 社会資本整備審議会答申「大規模氾濫に対する減災のための治水対策のあり方について～社会意識の変革による「水防災
意識社会」の再構築に向けて～」

→ 平成27年12月11日 国土交通省は「水防災意識社会再構築ビジョン」として、全ての直轄河川とその沿川市町村において、令和２年度を目処
に水防災意識社会を再構築する取組を行うこととした。

○ 平成28年8月、台風第10号等の一連の台風によって、中小河川で氾濫が発生し、逃げ遅れによる多数の死者や甚大な経済被害が発生。
→ 「水防災意識社会」の再構築に向けた取組を中小河川も含めた全国の河川でさらに加速させるため、国土交通省は緊急的に実施すべき事項に

ついて「「水防災意識社会」の再構築に向けた緊急行動計画（以下、「緊急行動計画」という）」をとりまとめた（平成29年6月20日）。
→ 水防法の改正（平成29年6月19日施行） 。直轄河川の減災対策協議会を水防法に位置付け。この取組を都道府県管理河川にも拡大。

○ 中国・四国地方に甚大な被害をもたらした平成30年7月豪雨をはじめとする大規模水害の発生。
→ 平成30年12月13日 社会資本整備審議会答申「大規模広域豪雨を踏まえた水災害対策のあり方について」

多くの関係者 の事前の備えと連携の強化により、複合的な災害にも多層的に備え、社会全体で被害を防止・
軽減させる対策の強化を緊急 的に図るべき

→ 国土交通省 緊急行動計画を改定（平成31年1月29日）
→ 国土交通省 通知「水防法第15条の9及び第15条の10に基づく「大規模氾濫減災協議会」の運用について」

（平成31年 3月29日）

○ 令和元年房総半島台風・東日本台風など、気候変動の影響等により激甚な災害が頻発。
→ 令和2年7月 社会資本整備審議会答申「気候変動を踏まえた水災害対策のあり方について～あらゆる関係者が

流域全体で行う持続可能な「流域治水」への転換～」答申
→ 国土交通省は、施設能力を超過する洪水が発生することを前提に、社会全体で洪水に備える水防災意識社会の

再構築を一歩進め、気候変動の影響や社会状況の変化などを踏まえ、あらゆる関係者が協働して流域全体で行う、
流域治水への転換を推進。防災・減災が主流となる社会を目指す。

・平成２８年５月３０日 最上川下流・赤川大規模氾濫時の減災対策協議会の設立
・平成２８年８月２５日 最上川下流・赤川流域の減災に係る取組方針の策定（第２回減災対策協議会）

・平成２９年 ５月３０日 県管理河川を追加（第３回減災対策協議会）
・平成２９年１１月２７日 県管理河川の追加に伴う取組方針の改定

・当初の取組方針策定から５ヵ年が経過
・緊急行動計画の改定、平成31年 3月29日通知を踏まえ、次期５ヵ年を目標年限とした取組方針の改定を行う
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１．取組方針の改定の経緯



第３回：平成２９年 ５月３０日

・県管理河川の追加を決定

２．最上川下流､赤川大規模氾濫時の減災対策協議会 進捗状況

協議会

平
成
28
年
度

幹事会

第１回：平成２８年 ６月３０日

・各機関から今後の取組（案）を 報告
・「取組方針」（案）の検討

第２回：平成２８年 ８月２５日

・「取組方針」の策定・公表

平
成
29
年
度

第３～５回：平成２９年 ２月、５月、８月

・県管理河川の追加を検討

第４回：平成２９年１１月２７日

・「取組方針」の変更（県管理河川を追加）
・要配慮者利用施設における避難確保計画の作成推進について

第６回：平成２９年１０月１８日

・「取組方針（変更案：県管理河川を追加）」を作成
・要配慮者利用施設における避難確保計画の作成推進 などを確認

第７回：平成３０年 ３月 ５日

・規約の改正（法定協議会への移行）を検討
・危機管理型水位計設置予定・防災教育の促進 などを確認
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第１回：平成２８年 ５月３０日

・現状の把握 各機関の取組状況
洪水対応における課題 を共有

・減災のための目標設定
・「取組方針」の検討の進め方を決定

第２回：平成２８年 ８月 １日

・「取組方針（案）」の作成

第５回：平成３０年 ６月１４日

・規約の改正（法定協議会への移行）
・危機管理型水位計設置予定、防災教育の促進について

臨時：平成３０年 ８月２４日

・西日本豪雨による水害について
・各市町における洪水ﾊｻﾞｰﾄﾞﾏｯﾌﾟ周知の取組・課題 などを確認

第８回：平成３１年 ３月 ６日

・要配慮者利用施設避難確保計画講習会プロジェクトや防災教育の
促進について確認

平
成
30
年
度



２．最上川下流､赤川大規模氾濫時の減災対策協議会 進捗状況

協議会 幹事会
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第６回：令和 元年 ５月３１日

・要配慮者利用施設避難確保計画講習会プロジェクトや防災教育の
促進について

第９回：令和 ２年 ２月１７日

・要配慮者利用施設避難確保計画講習会プロジェクトの実施
・利水ダム管理者の参画 などを確認

・規約の改正（利水ダム管理者の参画）
・取組実施状況の確認

第７回：令和 ２年 ７月 ６日（ＷＥＢ会議）

令
和
３
年
度

令
和
元
年
度

令
和
２
年
度

第10回：令和 ３年 ７月２０日（書面開催）

・H28～R2取組実施状況の共有
・『取組方針（変更案：R3～R7取組方針）』の内容を共有

勉強会：令和 ３年 ７月１４日

・H28～R2取組実施状況の確認
・『取組方針（変更案：R3～R7取組方針）』の内容を確認

・H28～R2取組実施状況の共有
・『取組方針（R3～R7取組方針）』の改定

第８回：令和 ３年 ８月 ４日（ＷＥＢ会議）

予定第11回：令和 ４年 ２月頃

・進捗状況の共有、フォローアップ
などを確認（予定）



４．取組方針の改定の考え方

○「現取組方針」に記載されている取組は、原則として改定取組方針でも「継続実施」とする。

○「『水防災意識社会』の再構築に向けた緊急行動計画の改定」および「水防法第15条の９及び第15条の10
に基づく『大規模氾濫減 災協議会』の運用について」に記載されている取組から、現取組方針において不足
しているものを、最上川下流及び赤川の状況に応じて追加。

○さらに、「最上川水系流域治水プロジェクト」「赤川流域治水プロジェクト」の取組の一部を追加。
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5

５．次期（令和３年度～令和７年度）取組方針の概要

（１）協議会の位置づけ

○水防法第１５条の９に基づく大規模氾濫減災協議会

（２）協議会の構成員（表１）

（３）取組期間

○改定前の取組方針・・・・・・・平成28年度～令和２年度
（以下、「現取組方針」という。）

○改定版の取組方針・・・・・・・令和３年度～令和７年度
（以下、「改定取組方針」という。）

（４）減災のための目標

現取組方針 ： 最上川下流及び赤川で発生しうる大規模
災害に対して命を守る・庄内平野を守るため
「避ける・防ぐ・取り返す」ことにより、
氾濫被害の最小化を目指す

改定取組方針： 変更なし

表１：本協議会の構成員
構成機関 構成員

鶴岡市

市 長

酒田市

市 長

三川町

町 長

庄内町

町 長

遊佐町（オブザーバー）

町 長

気象庁

山形地方気象台 台 長

山形県

防災くらし安心部 防災危機管理課長

山形県

県土整備部 河川課長

山形県

県土整備部 砂防・災害対策課長

山形県

庄内総合支庁 総務企画部長

山形県

庄内総合支庁 建設部長

東北電力 株式会社

庄内発電技術センター 所 長

国土交通省 東北地方整備局

月山ダム管理所 所 長

国土交通省 東北地方整備局

酒田河川国道事務所 所 長



概ね５年で実施する取組 ■減災のための基盤や施設運用の整備等に関する取組

○気候変動の影響による水害の頻発化、激甚化が進行している。

○既存ダムの洪水調節機能強化 ………【資料3-P.18】

現 状

課 題 ○厳しい財政事情の中、既存ストックを有効活用した即効性が高い浸水被害の発生を防止、軽減
対策を講ずる必要がある。

取組項目

○令和元年１２月１２日に定められた「既存ダムの洪水調節機能の強化に
向けた基本方針」を踏まえ、最上川、赤川水系にある合計８ダムと令和
２年５月２９日に「治水協定」を締結。

【治水協定を締結したダム】

【事前放流イメージ図】

多目的ダムの場合

利水ダムの場合

水系 ダム名 管理者 河川名

最上川 田沢川ダム 山形県 田沢川

立谷沢川第1ダム 東北電力（株） 立谷沢川

三又ダム 鶴岡市 京田川

赤川 月山ダム 東北地方整備局 梵字川

荒沢ダム 山形県 赤川

八久和ダム 東北電力（株） 梵字川

梵字川ダム 東北電力（株） 梵字川

新落合ダム 東北電力（株） 赤川

• 治水協定の締結により、「一定規模の大雨が予想された時」に、ダムの洪水調節容量を拡大する
「事前放流」の実施が可能となりました。

具体的な取組

6

≪取組機関：
東北電力,山形県,東北地整≫



○防災行政無線・防災ラジオや広報車等の複数の伝達方法により住民への周知、河川水位、洪水
予報、ライブ映像等の情報をWEBや報道機関を通じて提供している。

○各種SNSでの防災情報の発信、既存の情報伝達手段以外の確保、充実 ………【資料3-P.20】

○夜間や降雨時など窓を閉めた場合、防災行政無線が聞こえないことを踏まえ、多様な情報伝達手
段を整備する必要がある。

戸別受信機の
無償貸与

福祉施設、災害時要支援者の
うち能動的な災害情報の入手
が困難な方を対象に実施

概ね５年で実施する取組 ■情報伝達、避難計画等に関する取組

現 状

課 題

取組項目

【各種ＳＮＳでの情報発信】 【既存の情報伝達手段以外の確保、充実】

インターネットを活用した災害情報発信に
関する協定締結（鶴岡市、酒田市）

①災害情報を保護するためのキャッシュサイトの提供
②インターネット上への災害情報の掲載
③防災速報アプリによる災害情報の拡散

• 可能な限り多くの市民、町民に伝達するため、防災無線、公式ホームページ、緊急速報メール等
に加え、地域FM局との連携、プロバイダとの協定締結、SNSの活用を図っている。

SNS 情報発信

LINE
Twitter
Facebook

• 各自治体の公式アカウントにお
いて、災害情報を積極的に発信
している。。

• 夜間や降雨時においても、多数
の住民に情報を提供できる。

具体的な取組

7

≪取組機関：全市町≫



概ね５年で実施する取組 ■情報伝達、避難計画等に関する取組

○近年、出水規模が大規模化、高頻度化している状況において、被害を軽減させる取組が求められ
ている。

○マイタイムライン作成支援、普及促進 ………【資料3-P.21】

○自主防災組織や住民自身が河川、防災情報の内容や使い方を理解し、それに基づく的確な避難
行動を取れるように、住民の防災力向上が必要である。

【マイ・タイムライン作成講習会を実施】

〇 既存のマイタイムライン作成ツールを更に簡略化し、利用する住民
が短時間で簡単に作成できるツールを作成

〇 流域市町の職員が誰でも、開催規模に関係なく講習会が出来るよ
う、講習会を行うための講習を開催した

※講習会の模様はDVD化し、流域市町へ配布

〇 職員向け講習会完了後に流域市町のホームページに、マイ・タイム
ライン作成ツールを誰でもダウンロードできるように掲載

〇 流域市町の広報誌などを用いて、出水期、台風期ななどに住民へ
ツールの活用を促す 書き込むの

はココだ
け！

情報収集の
QRコードは

事前に選んで
貼るだけ！

現 状

課 題

取組項目

• 住民一人ひとりが自分自身にあった避難に必要な情報・判断・行動を把握し「自分の逃げ方」を
手に入れることを支援するため、「マイタイムライン講習会」を開催している。

マイ・タイムライン作成講習会の様子（R2.7.11）

具体的な取組
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【マイ・タイムライン作成ツールを酒田河川国道事務所で開発】

≪取組機関：全市町≫



概ね５年で実施する取組 ■情報伝達、避難計画等に関する取組

○コロナ禍での分散避難の推進、避難先や避難経路等の事前調査 ………【資料3-P.23】

○近年、出水規模が大規模化、高頻度化している状況において、被害を軽減させる取組が求められ
ている。

○隣接市町への避難の検討が必要である。
○コロナ禍での分散避難を推進すると共に、避難所受入人数や安全な避難経路の確認が必要である。

現 状

課 題

取組項目

• 新型コロナウィルス感染症拡大防止の観点から、浸水深や浸水継続時間に応じた垂直避難の選択、
自動車での一時避難場所への避難、親戚やホテル等への避難を平常時に検討する。

【新型コロナウィルス感染症の拡大を防止する分散避難の検討】 【分散避難の呼びかけ、周知】

内閣府HP

具体的な取組
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≪取組機関：全市町≫



概ね５年で実施する取組 ■水防活動の効率化及び水防体制の強化に関する取組

○自主防災組織資機材等整備、町内会や個人への土のう配布 ………【資料3-P.26】

○備蓄している水防資機材・装備の定期的な点検、整備が必要である。

○水防資機材等の老朽化や不足が生じている場合、避難行動に支障をきたす可能性がある。
○住宅地や商工業地の開発といった土地利用の変化により、内水氾濫の発生頻度が高まっている。

現 状

課 題

取組項目

• 自主防災組織資機材の点検整備を継続するとともに、資機材等整備への補助実施を検討する。
• 洪水時の避難の際の避難経路の浸水防止のために、土のうステーション整備を検討する。

【点検、整備対象となる、自主防災組織資機材】 【町内会や個人への土のう配布】

▲ 防災備蓄倉庫の脇に砂と『土のう袋保管箱』を用意し、
有事の際、町民が自由に使用できる仕組みを構築

（写真提供：山形県庄内町）

具体的な取組
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≪取組機関：全市町≫

▲ 酒田市自主防災組織資機材等整備補助金交付要綱
（令和3年4月1日告示第246号）の補助対象となる防災資機材等



○JETT（気象庁防災対応支援チーム）の派遣 ………【資料3-P.28】

○自治体の災害対応にあたる人材不足を補うための支援・育成体制を強化するとともに、災害復旧
に関する情報共有する取組を継続する必要がある。

○自治体の災害復旧経験者が不足している。
○県を通じて災害情報の共有が図られている。

令和2年7月豪雨での山形県内へのJETT派遣
山形県、村山市、大江町、白鷹町、大石田町、尾花沢市、東根市、河北町、中山町、大蔵村、 戸沢村

災害対策本部会議等での気象状況の解説
被災自治体の首長や担当者へ気象状況等を説明し、災害

対応を支援。

現 状

課 題

取組項目

• 大雨等により被災した市町村へJETTを派遣し、気象状況等の解説を行うなど災害対応支援を
実施している（JETT : JMA Emergency Task Team 気象庁防災対応支援チーム）。

• また、災害発生のおそれがある現象が予想される場合などに首長や担当者へホットラインによる
解説や助言の実施、被災自治体への気象支援資料の提供等も併せて実施している。

【大石田町へのJETT派遣（令和2年7月豪雨）】
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具体的な取組

概ね５年で実施する取組 ■減災・防災に関する支援 ≪取組機関：気象庁≫


